
 83

団体・組織の概要 ※太枠内、必須事項。その他は、該当する項目を記載してください。 

団体/会社名 株式会社 Green TV Japan 
代表者 水野 雅弘 担当者 倉田 千尋 

所在地 

〒150-0033 

  東京都渋谷区猿楽町 16-1 代官山 RGB 

TEL:03－3464－2100 FAX:03－3464－3100 

Ｅ-mail:info@japangreen.tv 

設立の経緯 
／沿 革 

・ 2006 年 4 月に英国でスタートした環境専門映像 Web メディア（www.green.tv

）の日本事務局として 2006 年 7 月、提携合意書を締結。 

・ 2006 年末より、エコプロダクツ等の日本国内の環境イベントのレポート番組

等の英語版を制作し、英国 Green TV より番組配信。 

・ 2007 年 7 月には、日本語版サイトをスタート。30 本程度の番組配信でスター

トした日本語版サイトは、毎週 3本の番組配信を継続し、現在では、300 本程

度の自然環境や地球温暖化、生物多様性や CSR 活動等に係る映像番組を無料

配信中。 

団体の目的 
／事業概要 

 

Green TV は、世界の環境に係る様々な映像番組を提供することで、視聴者と共

に考え、行動し、未来の地球のために情報を共有していくメディアを目指してい

ます。また、個人参加型・発信型のメディアを創造し、市民、生活者一人一人が

持っている情報を共有してもらい、場を提供することで、多くの感動と未来の豊

かさを追求していきます。 
・ Green TV 日本語サイトの運営事業の推進 
・ 環境や CSR に係る映像の制作 
・ 環境教育の推進 
・ その他、環境に係るイベント企画等 

活動・事業実績 
(企業の場合は

環境に関する

実績を記入) 
 

・ 2006 年 7 月以降、環境映像番組の制作を実施（現在まで約 300 本のコンテ

ンツ制作）し、2007 年 7 月以降は、Green TV 日本語版サイトの運営をス

タート 
・ 2008 年 3 月、KDDI との共同による、森を守ることは音楽を守ることをテ

ーマに、Music Forest Project2008 を開催。アマゾン、アラスカの森林保

護団体や本プロジェクトに賛同するミュージシャンによるイベントを開催

。同時期には、環境をテーマとした SNS fafala を開設・運営（現在は Green 
TV と統合済） 

・ 2008 年 6 月、住友信託銀行と共同で、Green TV の番組を活用した小学生

向け環境教育の授業の実施。 
・ 2008 年 8 月から 1 年間、TOHO シネマズとの映画館でのエコプログラム

を展開。映画館での Green TV 番組の配信を行う。 
・ 2008 年 10 月から、CS の天気予報専門チャンネルとの連携により、番組内

で地球環境に係る映像番組を放送。 
・ 2008 年 10 月、Google との公式パートナー締結により、Google が展開す

る One Green Project に参加。YouTube 公式チャンネルを開設。 
ホームページ     http://www.japangreen.tv/ 

設立年月 2008 年 4 月 8 日  

資本金/基本財産 
（企業・財団）    20,000,000円 

活動事業費／ 

売上高 
２２００万（初年度売上予測）

スタッフ／職員数 １２名 （内 専従 ４名） 
組 織 

個人会員    名 法人会員    名 その他会員（賛助会員等）    名 
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団体・組織の概要 ※太枠内、必須事項。その他は、該当する項目を記載してください。 

団体/会社名 ㈱ＮＨＫエンタープライズ 

代表者 小野直路 担当者 菅山明美 

所在地 

〒 １５０-００４１ 

 東京都 渋谷区 神山町 ４－１４ 第三共同ビル ４階 

TEL:０３－３４８１－７９１５  FAX:０３－３４９１－２０６７  

Ｅ-mail:sugayama-ak@nhk-ep.co.jp 

設立の経緯 
／沿 革 

１９８５年 ＮＨＫの関連団体として「ＮＨＫエンタープライズ」設立 

１９８９年 「ＮＨＫクリエイティブ」「ＮＨＫソフトウェア」設立 

１９９４年 「ＮＨＫエンタープライズアメリカ」「ヨーロッパ」設立 

１９９５年 「ＮＨＫクリエイティブ」と合併 

      「ＮＨＫエンタープライズ２１」設立 

２００５年 「ＮＨＫソフトウェア」と合併、「ＮＨＫエンタープライズ」設立 

団体の目的 
／事業概要 

 

・ 主要事業はＮＨＫ番組の制作 
・ 展示映像など各種映像コンテンツの制作 
・ イベント・シンポジウムの制作 
・ ビデオ・ＤＶＤやキャラクター商品の販売、番組の出版化をはじめとした 

権利展開 等 

活動・事業実績 
(企業の場合は

環境に関する

実績を記入) 
 

・ 地球環境に関するＮＨＫ番組を多数制作している。 
代表的な自然番組には、「ダーウィンがきた！」「さわやか自然百景」 
大自然スペシャル「赤道・生命の環」「知られざる野生」「里山シリーズ

」などがある。 
２００８年度は、「エコ大紀行」として地球の大自然を南半球、北半球

に分かれて長期にわたる中継と関連番組を制作した。 
・ ２００７年からは、５年連続放送予定のＮＨＫの定期環境特番 
「ＳＡＶＥ ＴＨＥ ＦＵＴＲＥ」の制作と放送当日のイベントを担当

している。 
・ そのほかにもＮＨＫスペシャルなど環境関連のドキュメンタリー番組

を制作している。 
 

ホームページ http://www.nhk-ep.co.jp/index.html 

設立年月 ２００５年  ４月   ＊認証年月日（法人団体のみ） ２００５年  ４月  １日 

資本金/基本財産 
（企業・財団）          １２．５億円 

活動事業費／

売上高（H17）
４４，０３９百万円 

スタッフ／職員数       ４３２ 名 （内 専従     名） 
組 織 

個人会員    名 法人会員    名 その他会員（賛助会員等）    名 
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提 言  

政策のテーマ 映像による環境教育の実証及び教育プログラム作成      

 
■政策の分野 

・①循環型社会の構築 

・⑨持続可能な地域づくり                       

■政策の手段 

・⑧環境教育・ＥＳＤの推進 

・⑩人材育成・交流 

■キーワード 環境教育 映像コンテンツ 環境教育教材 小学生 ＥＳＤ 

 

① 政策の目的 

本政策の目的は、将来、地球環境問題に直面する子供たちを対象に、その問題について感じる

感性を育て、解決策を自ら考える力を身につける為の効果的で普及しやすい教育方法を構築する

ことである。 

環境教育において、映像コンテンツが有効であることは複数の論文やデータで示されている通

りである。しかしながら、環境教育の現場で映像コンテンツが十分に活用されているとは言い難

い。もし、映像コンテンツを上手に使った教育現場で使いやすい教材があれば、高い教育効果が

期待出来る。 

そこで本政策では、教育現場で映像コンテンツが使われない理由を明らかにするとともに、活

用しやすく効果的な映像コンテンツとはどういうものなのかを探りだし、教育現場に浸透し、普

及していく環境教育映像コンテンツ・テキスト及び使用マニュアル等の検討・制作を行う。 

子供たちへの環境教育の浸透は、教師、学校、地域、またその家族へ広がり、地球環境を思い

やる心、感性が子供から大人へと波及する効果も期待している。 
② 背景および現状の問題点 

１）環境教育における映像コンテンツの有効性 

「環境問題についての情報は写真、テレビなどの映像から得ることが多い。このことを考える

と、環境教育は、映像とは密接不可分である。」と吉田氏が著書の『映像を生かした環境教育』

で述べられているだけでなく、国立教育政策研究所 教育課程研究センターが作成した『環境教

育指導資料』（2007,pp 27-28）の中でも「環境問題や環境保全等に対する関心を高めたり、知識

や理解を広げたり深めたりするために有効である。映像や新聞等の資料を使うと、遠く離れた他

の地域や他国との環境の比較をしたり、長期間にわたる地域の環境の変化を理解することが容易

になったり、普通の観察・調査ではとらえられない規模の大きな環境空間を理解したりすること

もできるなど、身近な生活環境からより広がりをもった学習を展開できる。」など環境教育にお

いて映像コンテンツが効果を生むことは明白である。 

２）環境教育における映像コンテンツの現状 

環境教育に関するテレビ番組、ビデオ、DVD などの映像コンテンツは、政府機関、公共団体、

NGO、企業、放送局、NPO などで 1970 年代から作られ続け膨大な数が存在している（2007 の調査

でおよそ 3000 本を確認、潜在数はその倍以上と推測される）。現在も放送局は、環境問題や環境

教育に関する番組を作り続けているが、リストなどは存在せず、40 年間に渡って情報集約をされ

ることなく、それぞれが独自の判断で無軌道に制作している状態である。また、映像コンテンツ

が環境教育の現場でなぜ使用されないかを調べた研究も少なく、有効なアイテムであると認識さ

れているにも関わらず、十分に生かされていないのが現状である。 

団体名：株式会社 GreenTV Japan 
担当者名：倉田千尋 
団体名：NHK ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 

担当者名：菅山明美（ESD 研究ｾﾝﾀｰ研究員） 

使用意識が希薄

どこにあるかわからない

何があるかわからない

入手に手間がかかる

視聴環境が教室にない

空き時間にしか見られない

阻害要因

とばし授業

専門外科目まで手が回らない

単元外の学習分野の増加（金融、法律）

１教科あたりの授業時間短縮

使わなくても授業できる

授業は評価されない

多忙感

映像コンテンツへのアクセス難
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３）映像を使用した環境教育の普及の可能性 

 しかしながら、上記で述べた問題点をクリアしていくことで、環境教育における映像の使用に

は十分な可能性がある。映像は「百聞は一見にしかず」の言葉通り、非常に有効であり、小中学

生のみならず、教育現場の教師の育成にも効果

がある。また、自然学校など、義務教育以外で

の環境教育における可能性もあり、教材として

の普及の可能性は十分あると言える。 

また、右記の表の通り、菅山(2007)の研究結

果で理想的な環境教育映像の詳細が明らかに

なった。この条件を満たした環境教育映像・テ

キスト及び使用マニュアルを作成することで、

教育現場で普及する教材の作成が可能である。 

このような条件に合った映像素材はGreenTV

が保有する映像の中に存し、既に映像を使用し

た授業を実施した経験もあり、子供たちの反応

も大変良いことから、フィジビリティスタディ

も可能であり、他団体との連携及び協力により、十分に全国的に普及の可能性があると言える。

③ 政策の概要 

現状の問題点を踏まえ、以下の具体的政策を提案する。 

１）環境教育映像コンテンツ・パイロット版授業の検討・作成 

・パイロット版授業作成に当たり、green.tv japanを中心として企業・団体・有識者で実行委員

 会を作る。 

・green.tv japanの映像素材を利用し、３〜５分程の映像コンテンツ複数を組み合わせ、４５分

 授業×２コマで授業を構成。併せてテキストやワークシートの作成、講師手配を行う。このモ

 デルでフィジビリティスタディを行い、評価検証を行う。（実施協力学校の選定及び交渉は、

実行委員会で行う。） 

２）環境教育映像コンテンツ・モデルカリキュラムの検討 

・フィジビリティスタディ終了後、パイロット版授業の子供たちや現場の先生方からのフィード

バックを行い、評価をし、再構成を行う。 

・それを踏まえ、１年を通じて導入できるモデルカリキュラムを検討。 

ＥＳＤを支点にした多角的な視点から地

球環境を見るプログラムでありながら、地

域や生活から離れないものであることが

ポイントである。その際、地域ごとのカス

タマイズや年代別のカスタマイズも可能

にするなど、それぞれの地域での自然体験

活動との連携も視野に入れたモデルカリ

キュラムの検討及び作成を実行委員会で

フィードバックしながら行う。 

３）環境教育映像コンテンツ・モデルカリ

キュラムの作成 

a)カリキュラムに応じてテキスト及び映

像などの具体的な補助教材の作成を行う。映像は新規に撮影するものとアーカイブ映像の両方を

活用する。また、同時に教師用の使用マニュアルの検討も行う。 

b)次年度に多くの学校で実施するために、このモデルカリキュラムを用いた教師向け・インター

プリター向け・企業向けの環境教育指導者養成講座を開催する。 

④ 政策の実施方法と全体の仕組み（必要に応じてフローチャートを用いてください） 

環 境 教 育 コ ン テ ン ツ の 適 用 モ デ ル

未 結 性

カ ス タ マ イ ズ 性

親 和 性

事 実 性

環 境 教 育 に 求 め ら れ る
映 像 特 性

コ ン テ ン ツ の 探 索 視 聴 の 場 の 提 供 身 体 化 の 促 進

認 知 理 解 理 解 の 深 化想 像 の 喚 起

教 育 者

学 習 者

映 像 へ の 参 加

ふ り か え り

議 論 の き っ か け
促 進

身 体 化 の 場

体 験 ・実 践

視 聴

転 移 応 用

環 境 事 象 の
つ な が り の 理 解

身 体 化

環 境 教 育 コ ン テ ン ツ の 適 用 モ デ ル

未 結 性

カ ス タ マ イ ズ 性

親 和 性

事 実 性

環 境 教 育 に 求 め ら れ る
映 像 特 性

コ ン テ ン ツ の 探 索 視 聴 の 場 の 提 供 身 体 化 の 促 進

認 知 理 解 理 解 の 深 化想 像 の 喚 起

教 育 者

学 習 者

映 像 へ の 参 加

ふ り か え り

議 論 の き っ か け
促 進

身 体 化 の 場

体 験 ・実 践

視 聴視 聴

転 移 応 用

環 境 事 象 の
つ な が り の 理 解

身 体 化

オープンエンド（尻切れで結論がない）

学習のフック

環境教育に求められる
映像コンテンツの特性

リスト・内容紹介文・サンプル

事実性

未結性

親和性

カスタマイズ性

ガイド

短縮使用

切り出し使用

単元に合致

学齢ごとの理解レベル

期待を裏切らない

適切な長さ

自由な組み立て可能

予測可能な結論でない

環境概念を押しつけない

解説しない

アニメ演出

体験意欲の促進

近距離感 ローカル作品

生活なじみ感

とっつきやすい表現手法 子供が主人公

有名キャラクター

実物の代替品

事実の記録

インパクト

リアリティの持続性

関連し合う事象

相違認識（の衝撃）



 87

１）実行委員会の発足 

２）パイロット版の作成 

a)授業レジメの作成   b)GreenTV Japanによる映像コンテンツの提供 

 b)新たな映像コンテンツの作成・使用可能なアーカイブ映像の検索 

 c)フィジビリティスタディの実施・評価・改定 

３）モデルカリキュラムの検討 

a)モデルカリキュラム構成の検討 

b)映像収集（green.tv、ＮＨＫ等映像アーカイブ

 保持社からの提供の検討） 

c)新規映像作成  d)テキスト作成 

e)テスト事業実施とフィードバック・評価・改定 

４）使用マニュアルの作成・検討 

５）全国展開を前提に著作権等の法整備 、量産の

方法等の検討 

６）下記についても積極的に実施する。 

a)学校以外での可能性の検討 

自然学校や企業向けの環境教育教材の可能性の検討。 

b)映像を使用した環境教育指導者の人材育成 

⑤ 政策の実施主体（提携・協力主体があればお書きください） 

政策の実施は、実行委員会方式を取るが、本事業全体の統括管理はGreenTVJapanが行う。 
 ・映像を使用した環境教育モデル教材の作成検討：NHKエンタープライズ、サイエンス映像

学会と共に映像素材の情報収集を行う。 
・授業の内容の検討への協力：財団法人キープ協会 川嶋直氏、             

              日本環境教育学会会長、ESD-J会長 阿部治氏 
・テキスト作りや小学校への環境教育の導入：財団法人グリーンクロス 
この他映像を所有している企業、映像コンテンツを使用した環境教育に興味のある団体、有

識者などにご協力頂く予定である。モデル教材の作成の際には、環境教育学会やサイエンス

映像学会に所属している小中学校の教師の経験と意見を取り入れ、普及する教材を目指す。

⑥ 政策の実施により期待される効果（具体的にお書きください） 

１）環境教育の教材としての利用、普及 

 映像という効果的なツールを全国で普及することができる。また環境問題について知識を有し

ていない教師も安心して使用でき、環境教育に熱心な指導者がいない学校でも利用普及が可能。

２）世界の現状を感じ「Think Globally, Act Locally」が有効に機能し始める 

 世界で起きていることを、五感で感じることは有効な教育の手段であり、映像で育った世代の

子供達にとっては、環境教育が身近で面白いものになることが予想される。また、フィールドワ

ークの進んでいる学校の子供達は自分達の活動が、グローバルな視点からどのような意味がある

か認識することが容易になる。普段の生活でもグリーンコンシューマとして生活していく意識を

芽生えさせるきっかけになる。 

３）教育の格差の軽減 

 環境教育に関しては、地域によって取り組みや教育方法に違いがある他、興味関心の高い先生

がいる学校といない学校では格差が大きい。将来、子供たちが直面する重大な問題を解決するた

めの基本的な知識を全ての子供達が有するため、映像を使った教育は重要であると考える。また

、広い視野で地球と人間社会を見る“感性”を育てることにも役立つであろう。映像は、感性に

訴えるだけではなく、短い時間で膨大な情報を得ることができるものである。感じて動く子供た

ちを増やすために、義務教育での環境教育の効果への期待は大きい。 

４）周辺への波及効果 

 子供たちの周りには、家族や教師など大人たちがいる。セヴァン・スズキ氏の言葉がリオのサ

ミットで多くの人々に響いた様に、子供の率直で素直な言葉や行動は、大人達にも波及していく

。それぞれの地域で生活や土地・文化を見つめ直し、できる事を子供達が考える事により、それ

を支える大人、地域社会が動くきっかけになることを期待したい。 

 


